
１．はじめに

盧　研究の背景
　地域経済の分析に、これまでにない意欲的なア

プローチが生まれている。それは、市町村や都市

圏のレベルで地域の経済循環構造にメスを入れた

り、地域固有資産の分析・評価手法を開発しよう

といった試みである。そして、地域経済の循環構

造などの本格的な分析・評価にさかのぼって地域

再生のための戦略を構築する事例が見られるよう

になった。こうした分析・評価には基礎的な理論

フレームはあっても、市町村単位で利用できる統

計の制約からどうしてもデータ収集に時間と手間

がかかることに加え、具体的な分析評価手法を鍛

える必要があって、これまでは十分な取り組みが

少なかった。

　「通商白書２００４」では、グローバル経済における

わが国の「競争軸」の１つとして、「地域経済分析

から出発する地域再生」と題して地域経済の重要

性に対する解説に一節を割いているが、そこでは、

長野県飯田・下伊那地方、岡山県赤坂町といった

２つの市町村レベルでの先駆的取り組みを紹介し

ている。ともに地域経済を総合的にとらえるため、

域内の循環構造を分析・評価し、それに基づいた

産業振興の方向を模索した事例である。

　こうした背景には、国・地方の財政逼迫が地域

均衡的な活性化策にとって強い制約要因となって

いること、クラスター政策にみられるようにわが

国におけるイノベーション主導型の経済発展に

とって「地域」の有効性が強く認識されつつある

ことなどがある。一方で、市町村レベルで地域産
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要　　旨
　地域経済の自立性に関する議論が高まる中で、市町村レベルで地域経済の循環構造や固有資産・資源

の分析・評価が求められるようになっている。しかし、市町村単位で利用できるデータが実際に分析を

行う上での大きな制約となっている。

　本研究では、東広島市の調査業務に基づいて整備した市の社会資本投資額、民間資本投資額、地域産

業連関表等のデータを利用して、東広島市都市経済の成長分析を行うとともに、市町村レベルにおける

成長分析の意義を考察する。これら資本投資額や市町村レベル（一部の政令市を除く）の地域産業連関

表は既存の統計資料に利用できるものはない。

　分析の結果、賀茂学園都市建設及びテクノポリス建設に基づく都市建設のプロセスであった東広島市

の都市成長が、地域内発的で内生的な成長へと転換しつつあることが明らかになった。また、これによ

り、市町村レベルにおいても、資本ストック額や地域産業連関表に関するデータの整備と内発性・内生

性のコンセプトに基づいた経済分析が、地域の経済的自立性を高める産業振興の方向を検討する上で重

要であることを論じる。
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業連関表を作成するための研究が進展するなど、

分析の道具立てが充実してきたこともあるが、底

流には地方分権の議論があり、これと相まって経

済面から「自らの地域の自立とは何か」という問

いの答えを市町村レベルで模索する動きと言うこ

とができる。

盪　東広島市の調査業務
　本研究で対象とする東広島市は１９７４年の旧４町

合併による市制施行以来、賀茂学園都市建設、広

島中央テクノポリス建設など、広島県を代表する

プロジェクトに取り組んできた。東広島市では、

２００４年度で市制３０周年を迎えるに当たって、こう

した市の発展を俯瞰するともに今後の発展方向を

示した３０周年誌「東広島市３０年の歩みと検証」�１）

を昨年１２月にとりまとめたが、そこでは、同市の

都市経済の成長やプロジェクトの経済効果を定量

的に把握するため、次の２点に取り組まれている。

これらを同時に実施した例は、少なくとも１０万都

市のレベルでは他にないのではなかろうか。

漓　都市建設の推移と成果について定量的に把握

するため、３０年間の社会資本投資額、民間資本

投資額についてデータの収集・推計を行った。

���社会資本については、行政（国・県・市）、大学、

電力等の関連機関・企業の投資実績を年度ごと

に積み上げた。民間資本については、工業統計

の設備投資額のほか、建築統計から商業・サー

ビス業用建築物や居住用建築物等の工事費を推

計している。

滷　賀茂学園都市建設及びテクノポリス建設のプ

ロジェクトがもたらした直接的な経済効果に加

え、市内産業に対する波及的効果の推移を把握

するため、東広島市産業連関表の推計を行った。

���産業連関表の作成は、広島県産業連関表を基

準地域表として ���法によって推計を行った。

ただし、推計の上で問題となる移出額は、製造

業については市内企業にアンケート調査を実施

するサーベイ・アプローチを採用し、第三次産

業は主に金子敬生［１９９０］の「地域供給係数」

を利用した推計による。また、産業連関表は最

近年だけでなく、過去にさかのぼって推計した。

　本研究は、これらのデータを基礎として、新た

な問題意識の明確化と分析・考察を付け加えて報

告を行うものである。

蘯　問題意識と研究の構成
　地域経済の自立を模索する取り組みとして通商

白書に取り上げられた事例のうち、飯田・下伊那

地方は地域が経済的に自立していくための数値目

標として「必要所得額」を定め、経済循環を勘案

しながら「必要所得額」を獲得するために十分な

生産が地域で生じているかどうかを検証した。赤

坂町の事例は、町の産業連関表ともいうべき「町

内・町際取引表」を作成し、経済循環の視点から

町外から所得を獲得する基盤産業に対して検討を

加え、町内の経済循環を高めることを目的とした

産業振興方策を実行したものである。

　地域経済の自立性を検討するならば、これらに

加えてもう１つ有効な視点があると考える。それ

は、地域の経済が持続的に発展しうる要因がその

地域の内側にあるかどうかという論点である。こ

れはしばしば、従来の企業誘致を主体とする経済

振興から方向転換を図る地域の「内発的発展」の

重要性として議論される。

　本研究の問題意識は、東広島市の経済成長につ

いて、こうした「内発的発展」の視点から分析・

評価を加えることである。幸い、上記の通り同市

の調査業務によって、成長分析や産業構造分析の

基礎データとなる社会資本投資額や民間資本投資

額、産業連関表など、市町村レベルでは通常入手

し難いデータが整備されている。特に東広島市の

発展は、賀茂学園都市建設及び広島中央テクノポ

リス建設の２大プロジェクトに基づいた都市建設

のプロセスであり、都市基盤・産業基盤に対する

社会資本の投下が原動力となってきた。そこで、

分析に当たっては、この社会資本投資の役割に注

目する。

　本研究は、東広島市の取り組みを紹介するとと

もに、資本蓄積や産業連関分析など従来は市町村

レベルでは難しかった経済分析に取り組むことの

意義を示し、今後地方圏における地域自立に関わ
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１）　「東広島市３０年の歩みと検証」の作成・編集に当
たっては、中国地方総合研究センターも業務を支援さ
せて頂いた。本研究は東広島市の承諾を得た上で、
「歩みと検証」で作成したデータに基づき、新たな分
析・考察を行ったものである。



る議論の中で、取り組みが盛んになるであろう市

町村レベルでの地域経済分析に対して、一貢献を

なすことを目的とするものである。

　ここで、「地域内発的な発展」と経済成長論の

「内生的成長」について概念の違いを整理しておき

たい。それは内発的でも外生的であったり、外来

的でも内生的である発展要因が考えられ、これか

らの議論のための準備になると考えられるためで

ある。

　既存研究によれば、地域の発展・成長に対して

外来的・内発的とは、利用する要素・資源が地域

の境界の内と外のどちらにあるかということで区

別することが多い。したがって、企業誘致や財政

トランスファーを通じた域外資本・資金の導入に

よる成長は典型的な外来的発展である。反対に内

発的発展とは、資本、人的資源・組織、技術等、

地域の内にある要素・資源を利用した経済発展を

示す。

　一方、内生的成長論では、外生・内生の差異は

成長要因が経済システムの内生変数として定式化

できるか否かであるが、突き詰めれば地域内の経

済主体の意思や経済的な努力によって説明できる

かどうかの違いと考えられる。よく説明に使われ

るように、外生的要因は地域の意思や経済的努力

とは無関係に「天の恵み」のごとく経済の成長要

因が生じる。域外需要の拡大によって移出産業が

急成長したり、政府支出を通じて新規に域内需要

が生じる場合などであり、それは地域の経済シス

テムの側からみると外生変数である。近年の ��

（情報通信技術）のように全国的な技術進歩や産業

構造変化なども地域の経済活動とは関係が薄い経

済成長の促進要因となる。これらは、内発的では

あるが外生的であると言える。

　反対に、地域の意思や経済的な努力で説明でき、

経済システムの内部要因が原因となって生じた成

長は内生的であり、例えば都市で集積の経済が発

現し、産業構造の高度化が進展する場合はその典

型例である。さらに発現した集積の経済が域外か

らの投資を呼び込めば外来的ではあるが内生的成

長と言える。

２．東広島市都市経済の成長

盧　社会資本ストックの蓄積
　都市の成長を把握するとき、研究目的によって、

定住人口や従業者数、市内総生産等が利用される。

本研究では、東広島市の都市成長が、主として賀

茂学園都市建設及びテクノポリス建設に基づいた

都市建設の過程であって、交通、産業、生活等の

都市基盤の量的・質的なレベルアップが都市建設

の１つの成果であったという捉え方に重点を置き、

まず、資本ストックの蓄積額によって都市成長に

アプローチする。一般に市町村単位では、社会資

本・民間資本ともそのまま利用できるデータはな

い。このデータ制約がこれまで都市レベルで資本

ストック量を把握した研究がほとんどなかった大

きな理由と考えられる。しかし、本研究が東広島

市の業務に基づいたものであって、３０年間の社会

資本投資に関する行政データを丹念に収集・積み

上げるという恵まれた条件を得られたことで、都

市経済の成長に対して資本ストックからのアプ

ローチが可能になった。

　図１は、東広島市における社会資本投資額の推

移を分野別にみたものである。まず、１９８４年度以

降、社会資本の投資規模がそれ以前とまったく異

なる水準で推移するようになったことがわかる。

８４年頃は、８２年４月の工学部移転を皮切りに広島

大学の移転が本格化しつつある中で、広島中央テ

クノポリスが８４年３月に地域指定を受けて、同年

に第１期計画による最初の産業団地が完成した時

期である。また、生活関連でも、８２年に同市の土

地区画整理としては最大規模の西条第一土地区画

整理事業が都市計画決定され、８４年から工事着手

となっており、賀茂学園都市建設とテクノポリス

建設に基づく本格的な社会資本投資が始まった時

期と重なる。

　特に、８０年代後半に社会資本投資が大きく盛り

上がるが、これは分野別にみると交通・通信・電

力基盤の投資増による。交通・通信・電力基盤と

いってもここでの内容は主に交通基盤であり、こ

の時期に市内を通過する山陽道や新幹線駅の整備、

国道２号西条バイパスの整備本格化など、東広島

市発展の根幹となる交通機能の整備が集中したこ

とによる。９０年代に入ってこれら交通基盤整備と

入れ替わるように、産業・農林基盤に対して毎年
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度１５０～２００億円規模の投資が行われるようになり、

この傾向は９７年あたりまで続く。内容は広島大学

と近畿大学工学部の移転、工業・流通団地の整備、

広島中央サイエンスパークと同パーク内に立地す

る公設試験研究機関や産業支援施設の整備などで

ある。また、東広島市の都市建設が本格化した８４

年度以降、最近年まで、都市計画関連（街路、上

下水道、公園、土地区画整理等）や教育関連等の

生活基盤は高い投資水準を維持している。このよ

うに大きな括りによる集計量でみても、骨格的な

交通基盤整備の先行的整備とそれに続く産業基盤

整備、人口定着を促す生活基盤の全期間にわたる

整備といった社会資本投資の計画性がわかるデー

タ推移となっている。

　９１年度以降、社会資本の投資額は、９９年度から

２００１年度にかけての増加はあるものの、概ね低下

傾向にある。これには、市の普通建設事業費が９１

年度に約１６０億円とピークに達し、表裏一体的に財

政を圧迫しつつあった公債費の伸びに歯止めをか

けるため、９４年から建設事業の総合的な調整を

行ったことなどが要因である。同時に公債費負担

適正化計画を実施に移したことから、現在東広島

市の公債費は低い水準に抑えられ、義務的経費比

率は類似団体と同程度の安定した財政状況になっ

てきている。

　合併後の社会資本投資額を合計すると、２００３年

度までの単純合計で約８，８００億円（１９９０年度価格）

の社会資本投資が行われたことになる。このデー

タをもとに、本研究において東広島市誕生時点の

社会資本額を新たに推計して、７５年以降の社会資

本ストックの推移を示したのが図２である。近年

の社会資本投資の状況を反映して、９０年代の後半

頃から伸びが明らかに鈍化していることがわかる。

　初期時点の社会資本額に対するベンチマークは、

経済企画庁経済研究所［１９９４］に掲載されている

１９７５年の広島県の社会資本額（１９８５年価格）を利

用した。１９９０年価格に実質化時点を調整した上で、

７４年に東広島市に合併する旧４町（西条町、八本

松町、志和町、高屋町）において１９６４～７５年度に

実施された普通建設事業費を按分比に用い、７５年

時点の東広島市の社会資本ストック額を算出した。

また、除却・減価償却については、ベンチマーク

の推計、並びに東広島市になってからのすべての

投資に対して、４５年で１０％に減価するガンマ分布

により除却スケジュールを作成し、耐用年数を３０

年と設定して社会資本額の推計を行った。

盪　民間資本ストックの蓄積
　民間資本ストックについても、工場や機械設備、

商業・業務用建築物、そして住宅投資の積み上げ

推計を行った。図３では、社会資本投資の推移と

対比するため、社会資本投資額の上に積み立てる

形で、民間資本投資を産業関連の建物・設備投資

と住宅資本投資に分けて推移を示した。
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図１　東広島市における分野別社会資本投資額の推移（１９９０年度価格）
資料：東広島市資料等より作成



　８０年代後半に賀茂学園都市建設とテクノポリス

建設による本格的な社会資本投資が始まってから、

民間資本投資がじょじょに拡大していく様子がわ

かるが、特に社会資本整備のウエイトが産業関連

にシフトした９０年代に入って、産業関連だけでな

く住宅投資も含めて民間資本投資が一段と増加す

るようになった。

　東広島市の都市建設をこうした社会資本及び民

間資本の蓄積としてとらえると、３０年間の社会資

本投資額は９０年度価格で約８，８００億円であり、そ

れを基盤に少なくとも社会資本額の１．８倍にあたる

約１兆５，７００億円の民間資本投資が行われたと推計

される。図４に社会資本投資と合わせて７４～２００３

年度の投資累計額を分野別に表した。

　社会資本と同様、経済企画庁経済研究所により

報告されている７５年時点における広島県の民間資

本額をもとに市内の民間資本額のベンチマークを

推計して、東広島市におけるその後の民間資本額

の推移を図５に示した。ベンチマーク推計時の按

分比は工業統計の有形固定資産残高を用い、すべ

ての投資に対して社会資本額と同じ除却スケ

ジュールを適用した。

　図をみると、社会資本だけでなく、民間資本の

増加もいくぶん逓減的傾向にあり、東広島市の資
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図２　東広島市における社会資本額の推移（１９９０年度価格）
資料：東広島市資料等より作成

図３　東広島市における社会資本投資及び民間資本投資の推移（１９９０年度価格）
資料：広島県「広島県の工業」、（財）建設物価調査会「建築統計年報」等より推計



本ストック蓄積が全体として逓減的増加の局面に

入っていることがわかる。

蘯　従業者数と人口の増加
　東広島市の都市発展を示す３番目のストックデー

タとして、従業者数（従業地ベース）について人口

推移といっしょに確認すると、両者とも、８０年代

後半から９０年代の前半にかけて増加速度が増し、９０

年代後半になると減速するＳ字型カーブを示してい

る。特に、最近の逓減的増加の傾向は資本ストック

よりも明確な形で現れている（図６、図７）。

��また、合併当初の７４年から０３年までで従業者数

は２．２倍、人口はそれよりもやや少ない１．９倍に増

加しているが、着実な生活基盤の整備によって職

住のバランスがとれた形で、従業者と人口が増加

したものと考えられる。
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図４　東広島市における社会資本投資及び民間資本投資累計額の分野別内訳
（１９７４年度～２００３年度の累計額、１９９０年度価格）

資料：東広島市資料等より作成

図５　東広島市における社会資本額及び民間資本額の推移（１９９０年度価格）
資料：広島県「広島県の工業」、（財）建設物価調査会「建築統計年報」等より推計
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図８　東広島市における実質 ���の推移（１９９０年度価格）
（注）推計値を含む
資料：広島県「市町村民所得推計結果報告」より作成

図６　東広島市の従業者数（従業地ベース）の推移
（注）推計値を含む
資料：総務省「国勢調査報告」等より推計

図７　東広島市の人口総数の推移
資料：東広島市「統計でみる東広島」より作成



盻　市内総生産の推移
　社会資本額、民間資本額、従業者数の伸びが鈍

化する中で、東広島市の市内総生産（���）は、

バブル経済後の１９９１年度以降も概ね直線的な増加

を維持し、ここ５年程度の推移に注目してみれば

逓増的でさえある（図８）。���の推移を従業者

１人当たりや人口１人当たりでみると、逓増的傾

向はより顕著に現れる（図９）。

眈　成長分析
　ここまでみてきた東広島市の社会資本額、民間

資本額、従業者数、人口、���の５つの成長指標

を利用して、市の都市経済の成長について、基本

的な成長分析の枠組みに沿いながら社会資本や民

間資本の蓄積に焦点を当てて分析を行う。

　まず、���を除く４つの成長指標が、９０年代に

入って増加率を低下させていることを表１で再確認

できる。表２では従業者１人当たりを算出してい�

るが、社会資本及び民間資本は１人当たりでみて�

も９０年代からの増加率の低下傾向が明らかである。

　図１０では、横軸に従業者１人当たりの社会資本

と民間資本の蓄積量を測り、縦軸に５年ごとに両

者の年平均増加率をとった。社会資本投資と民間

資本投資が都市建設の本格化とともに立ち上がり
� � � � �

、

資本深化が一定水準に達した後に増加率が低下す

る逆Ｕ字型のパターンが現れている。また、立ち

上がり段階の８０年代では社会資本の増加率が民間

資本より高く、反対に９０年代の減衰速度は民間資

本よりも速い。東広島市の都市建設の計画性と、

社会資本投資が民間資本投資を誘発してきたこと

を示唆するデータと考えられる。どちらの資本額

も９０年代に入って増加率はきれいなカーブを描い

て低下しており、市内経済の中で決定されるもの

ではないが、資本に関して定常状態に移行してい

るようにみえる。
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図９　東広島市における従業者１人当たり ���と人
口１人当たり ���の推移（１９９０年度価格）

（注）推計値を含む
資料：広島県「市町村民所得推計結果報告」、総務省

「国勢調査報告」等より作成

図１０　東広島市における従業者１人当たり資本ストック額と資本ストックの成長率
（注）１�資本ストックの成長率は期間の年平均である

２�従業者１人当たり資本ストック額は、期間の初期時点のものである



　図１１は ���に関して、図１０の資本額と同様の

図を描いたものである。すなわち、横軸が従業者

１人当たり ���であり、縦軸に ���成長率を

測った。まず、社会資本額や民間投資額の成長と

あわせて ���成長率も８０年代に急速に高まるが、

資本の増加スピードが低下し始めた９０年代前半も

���成長率は上昇を続けている。９０年代後半に減

速局面に入るものの、その程度は緩やかで、２０００

年度以降は反対に成長率を再上昇させている。

　従業者１人当たりでみれば９０年代後半から ���

は成長率の上昇を維持したままである（表２）。８０

年代後半から９０年代前半にかけての都市建設の最

盛期は別としても、少なくともここ１０年程度の東

広島市の成長は、従業者数や資本ストックの増加

といった要素蓄積による単純な説明では十分では

ない。

　先に、社会資本投資の成長速度が民間資本投資

よりも速かったことを社会資本が民間資本を誘発

してきたことを示唆するデータとしてとらえたが、

このことを確認することを目的に、社会資本ス

トック額を説明変数として、毎年度の民間資本投

資額に対する回帰分析を行った。

　図３の民間資本投資に戻って見ると、９０年と９１

年、そして９６年の投資額が突出している。これは、

いずれも市内の半導体メモリメーカーが数百億円

規模で投資を実施した年である。半導体メモリの

生産では集積度のアップに合わせて短期間で生産

体制を整えるためごく短い期間に巨額の投資が生

じる。東広島市のメモリメーカーは９０年の時点で

既に�４�����の国内主力工場として稼働してい

たが、９０年と９１年は�１６�、９６年は�６４�の ����

生産体制整備のために大型投資を実施した。これ

らの投資をここでの分析とは無関係な半導体の集

積サイクルによる投資とみなし、当該の３時点に

ついてはダミー変数を設定した。

　経済規模の拡大効果を除外するため従業者１人

当たりのデータを利用して、社会資本ストックと

民間資本投資との関係をみるため、社会資本ス

トックと先のダミー変数を独立変数とした重回帰

分析を行うと両者に強い相関関係があることがわ

かった。

回帰式

�����＝０．６２５＋０．０３７����＋１．２１７���

（５．９８０）（３．６０４）　　（９．０４７）

（０．０００）（０．００１）　　（０．０００）

�２�＝０．８１１�������１．３２８

括弧の中は上段が �値、下段が �値

��：民間資本投資、�：従業者数、��：

社会資本ストック、���：半導体メー

カーの大型設備投資を示すダミー変数
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図１１　東広島市における従業者１人当たり ���と成
長率

資料：広島県「市町村民所得推計結果報告」より推計

表１　東広島市における主要成長指標の年平均成長率

（％）

民間資本
ストック

社会資本
ストック

従業者数人口���期間

１１．６９１０．１５３．５６２．４８３．７５７８�８０
７．２５１１．６０２．３６２．０５５．２５８０�８５
９．３２１２．３１３．７５１．９７６．３８８５�９０
７．８８６．９４３．２７３．３７６．８７９０�９５
５．０４３．９１１．６７１．７３５．３９９５�００
１．８５１．６９０．８４０．８７５．７２００�０３

資料：東広島市資料等より作成

表２　東広島市における従業者１人当たり ���、社
会資本額及び民間資本額の年平均成長率

（％）

民間資本
ストック

社会資本
ストック

���期　間

７．８５６．３７０．１８７５�８０
４．７８９．０２２．８２８０�８５
５．３６８．２４２．５３８５�９０
４．４６３．５５３．４９９０�９５
３．３１２．２０３．６５９５�００
１．０１０．８４４．８５００�０３

資料：東広島市資料等より作成



　ここで、社会資本の蓄積水準が毎年度の民間資

本投資の規定要因となってきたことをより明確に

示すために、幾何分布ラグモデル（コイック型ラ

グモデル）を導入すると同時に、図１２から推測さ

れる不均一分散に対応するために対数変換を行っ

て、再度分析を行った。結果、各変数は有意であ

り、��比から自己回帰の問題もない。

　こうした結果は、先にみた東広島市の社会資本

投資が分野別に計画的に実行されてきたこととも

関連して、東広島市の社会資本整備が、少なくと

もこれまでの都市成長の過程においては、効果的

に民間資本投資を誘発し、都市の経済成長の基礎

となってきたことを示すと考えられる。

回帰式

����（����）�＝

�０．２１４＋０．２０９���（����）�＋０．３１７���（（����）�１）�＋０．２８５���

（２．９５５）�（２．７２４）　　　　　（２．８５６）　　　　　　�（６．２８２）

（０．００７）�（０．０１２）　　　　　（０．００９）　　　　　　�（０．０００）

�２�＝０．８３３　�����１．７７９

括弧の中は上段が �値、下段が �値

��：民間資本投資、�：従業者数、��：

社会資本ストック、���：半導体メー

カーの大型設備投資を示すダミー変数

　一方で、地域経済における社会資本の役割とし

て本来重視すべきは、その生産力効果である。そ

こで、社会資本額と民間資本額をコブ・ダグラス

型生産関数（係数制約あり）に当てはめると、多

重共線性によるものと考えられるが、社会資本に

ついては符号条件を満たす分析結果が得られな

かった。

回帰式

��（���）＝�０．４４６＋１．０６８��（����）�０．３４９��（����）

（２．１２５）（６．０５３）　　　　　（２．５２６）

（０．０４３）（０．０００）　　　　　（０．１８０）

�２�＝０．９１７　�����０．４１３

括弧の中は上段が �値、下段が �値

�：���、��：民間資本ストック、��：

社会資本ストック額、�：従業者数

　ここまで得た分析結果を次の４点に要約する。

漓　社会資本額、民間資本額、従業者数の成長速

度が低下している。特に社会資本と民間資本は、

両方が１人当たり額の増加につれて成長率が低

下しており、東広島市が資本に関して定常状態

に向けて移行しているようにみえる。

滷　漓の結果にもかかわらず、東広島市の１人当

たり ���成長率は加速している。これは、９０

年代の後半以降、都市建設に伴う単純な要素蓄

積では十分には説明できない成長要因が東広島

市に生じていることを示唆するものである。

澆　少なくとも現在時点までは、１人当たりの社

会資本額の水準が、同じく１人当たりでみた毎

年度の民間資本投資をよく説明する。東広島市

内における社会資本の整備が市内に向けた民間

資本投資を効果的に誘発してきたとみられる。

潺　東広島市の ���に対して影響力を持つとす

る社会資本を市内に限定した場合は、社会資本

の生産力効果を直接的な形で把握することがで

きない。コブ・ダグラス型生産関数に当てはめ

ると社会資本は符号条件が合わず、民間資本の

蓄積額だけで ���の成長を十分に説明しうる。

　経済企画庁経済研究所［１９９４］では、コブ・ダ

グラス型の生産関数（係数間制約あり）を採用し

た場合、４７都道府県のうち、広島県を含む４３府県

で社会資本の係数が理論で予想される範囲となっ

ている。また、都道府県のパネルデータを利用し

た場合は、経済企画庁経済研究所［１９９４］をはじ
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図１２　従業者１人当たり民間資本投資と従業者１人当た
り社会資本ストックの相関関係�



め複数の研究報告で社会資本の生産力を抽出する

結論を得ている。一方で、都道府県別では、社会

資本ストックの多い地域と民間資本ストックの多

い地域は必ずしも一致しないこともよく知られた

事実である。１人当たりでみれば、社会資本額と

民間資本額の間には弱いながらも負の相関さえ示

すことが報告されている。これは、一般に１人当

たりの社会資本額が大きくなる地域は、人口が少

なく公共投資への依存度が高い地方の県であり、

反対に１人当たりで民間資本額が大きいのは大都

市圏の都府県だからである。これらは上記澆と潺

の結果と正反対である。

　東広島市で社会資本の生産力が明確な形で現れ

ないのは、社会資本の蓄積が民間投資を強く刺激

して、社会資本と民間資本に強い相関関係が存在

することがまず考えられる。また、既往研究では

広島県等の都道府県で社会資本の生産力効果が明

確に現れるにも関わらず、東広島市でそうでない

のは、都道府県に比べて東広島市が「小地域」で

あることもその理由の１つと考えられる。市内に

おける民間企業の生産活動を規定するのは、もっ

と広いエリアでの社会資本の水準であろうことは

容易に想像できる。東広島市の近接地域には空港

があり、高速道路や新幹線等の交通ネットワーク

は市内を通過する区間だけでは機能しない。また、

広島市都心の都市基盤を東広島市の企業は容易に

利用できる。そして、東広島市のような「小地域」

では社会資本ストックと生産性に明確な関係が見

い出せず、都道府県でそれが現れるならば、どこ

かその中間に社会資本の生産力が発現するボー

ダーとなるエリアがあるはずである。その範囲を

考察することは社会資本の生産力発現に基づいた

一体的地域を抽出できることから、今後の魅力的

な研究課題である。

　また、社会資本の投資を計画・決定する段階で、

その生産力効果が最も重視されているならば、民

間資本の多い地域で社会資本の蓄積が進むはずで

あるが、現実はそうではない。多様な機能を持つ

社会資本について敢えて経済面だけに限定して言

うならば、このことは社会資本が特に地方圏で、

現在立地している民間企業の経済活動をインフラ

として下支えする目的だけで整備されたのではな

く、新たな民間投資を誘発するための先行投資と

いう側面も多分に持ち合わせていたということを

示唆する。そして、東広島市のように、社会資本

の先行投資が民間資本をうまく誘引できた地域ば

かりではなかったのであろう。

　次に上記漓と滷について、すなわち、東広島市

の都市建設に伴う資本蓄積が社会資本、民間資本

の両方で減速しているにもかかわらず、���の成

長が加速している理由について主要な可能性を５

つ挙げた。

漓高度技術を体化した資本投資の加速、あるいは

市内部における技術駆動型の経済成長

　もともと、学術研究都市である東広島市への

民間投資は高度な技術を体化したもののウエイ

トが高いと考えられ、単純な物的資本の蓄積と

考えることはできない。そうした高度技術を体

化した資本蓄積が深化して、さらに技術集約度

の高い資本投資が起こっている可能性はある。

また、市内における研究開発の成果が駆動力に

なって市経済の成長が加速しているという見方

もできる。

滷研究者・技術者をはじめとした人的資本の蓄積

加速

　上記の人的資本版の考え方である。企業が投

下する資本の技術集約度が高ければ、その投下

とともに研究者・技術者をはじめとする高度な

人的資本が市内に流入していることが考えられ

る。人的資本そのものが強い外部性を有してい

ることもよく知られた事実である。

澆市内の都市集積の形成とそれに伴う産業構造の

高度化

　東広島市内で資本蓄積が深化しているのは、

都市基盤を構成する社会資本も同様である。社

会資本の蓄積が進むにつれて、都市の社会資本

集約型の産業、すなわち都市型サービス業へ産

業構造が高度化しつつあることが考えられる。

一方で東広島市では、産業基盤ともに生活基盤

の整備による人口定着にも力を注がれてきた。

都市基盤投資に伴う人口増と市内需要の拡大は

需要面から都市型サービス業の立地条件となっ

ている。サービス業の付加価値率は高く、���

の増加に高く寄与していることが考えられる。

潺社会資本や都市集積の広域的利用の高まり

　東広島市は都市建設に当たって、高速道路や

国道バイパス、��など、広域的な交通ネット
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ワークが先行整備され、広島市等、市外の社会

資本や産業集積の利用可能性が高い。広島市と

の関係で言えば、広島市に集積する都市型の知

的サービスを、集積に必要な環境整備のコスト

なしで安く利用できる。こうした都市連携によ

る資本・資源の広域利用が活発化し、生産性を

高めていることが考えられる。

潸移出産業に対する域外需要の拡大

　製造業を中心に市内経済成長の起動力となる

移出産業を獲得できたことがテクノポリス建設

の大きな成果である。現在立地している製造業

等の移出型産業に対する域外需要が拡大してい

る可能性がある。

　具体的な分析の前では何とも言えないが、これ

らはいずれも否定できないし、実際はこれらの要

因が複合して発生していると考えるのが自然であ

ると考えられる。ただ、上記のうち最初の３つは

内発的かつ内生的な成長要因である。もし、���

成長の加速を説明する要因としてこれらのウエイ

トが高ければ、賀茂学園都市建設及びテクノポリ

ス建設という外来的（企業誘致や財政トランス

ファーによって主に域外から資本が導入された）・

外生的（広島大学や国・県等の外部主体の計画に

よって資本投入が決まった）な発展から、内発的

（研究機能の集積や市内人材、都市基盤等の内部資

源が活用されている）・内生的（市内に属する主体

の経済的努力が原動力である）な成長へと、東広

島市の発展構造に大きな転換が起こっていること

になる。別の言い方をすると、東広島市の都市建

設は、社会資本の集中的投下と民間資本投資の誘

発、そして人口・労働力の吸引・定着といった生

産要素の蓄積型成長の段階から、じょじょに市内

にある資本・資源・資産を利用した新しい発展段

階へと移行している可能性があると考えられる。

　人口や ���の増加、企業誘致の成果等から、

東広島市は地方における都市建設の成功モデルと

言われる。しかし、地域経済の自立性を高めるこ

との条件の１つとして、内発的・内生的な成長要

因を地域が内包していることが重要であるとすれ

ば、東広島市が真に成功モデルになるかどうかは、

市の発展が質的変化を遂げつつあるこれからにか

かると言えそうである。

　さて、実際に考察を加えるとなると漓、滷、潺

はすぐさまの検証が難しい。しかし、澆、潸につ

いては、東広島市の調査業務で産業連関表を作成

し、市内の循環構造を分析できるデータが整備さ

れており、これを利用することができる。

３．産業連関表を利用した東広島市経済の成長分
析

　本研究の基となった東広島市の調査業務では、

資本投資額の把握と合わせて、東広島市を対象と

した産業連関表を作成した。目的は、賀茂学園都

市建設及びテクノポリス建設によって、市は工業

生産や教育・研究サービス生産など域外から所得

を獲得する産業（基盤産業）を獲得したが、その

生産が市内産業に対してどれだけの波及効果を

持っているかを定量的に把握することであった。

　ここでは、前節で内発的・内生的成長の可能性

として提示したものの中から澆について、作成し

た産業連関表を利用することによって検証を加え

たい。すなわち、資本蓄積の速度が低下する中で、

市の経済成長が加速している理由の１つを域内需

要の拡大と地域向け供給力の上昇、それに伴う産

業構造の高度化に求める。また、潸の移出産業の

生産状況もあわせて確認する。

　さて、一部の製造業などを除くほとんどの産業

は、域外の需要に応えるのと同時に、域内の需要

にも応えるという二面を持つ。地域の産業は、域

外の市場と域内の市場の両方で競争力を発揮しな

ければならない。基盤産業論が示すように域内需

要の大きさは結局は移出産業の生産額に依存する

ように定式化できるが、域内需要のどれだけが現

実の生産として実現するかは、域内経済のサイズ

に依存する移入の残余ではなく、本来的には供給

サイドの競争力（経済的努力）の問題と考えるこ

ともできる。これは、どれだけの移出が実現する

のかが域外需要の動向とともに移出産業の競争力

しだいであるのと同じである。

　産業連関表の需給均衡式は、

�＝ �＋ �＋ �－ �� （１）

ただし、�は生産額、�は中間需要額、�は域内

最終需要額、�は移出額、�は移入額である。�

は、最終需要のうち移出を含まないことに注意が
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必要である。�１�を地域向け生産額、�２�を域外向け

生産額として、域内需要に対する地域産業のシェ

アを �、移出産業の域外市場におけるシェアを �

とする。�は自給率と表現することもできる。

�＝ �１�（�＋ �）　　０�≦���≦�１� （２）

ここで、�（�＋ �）＝ �＋ �－ �であるから、

（１）式より、

�＝ �（�＋ �）＋ �� （３）

さらに、域外市場の大きさを �とすると、域外で

の市場シェア �は、

�＝ �２��　　０≦���≦１� （４）

ここで、�＝ ��であるから、（３）式より、

�＝ �（�＋ �）＋ ��� �（５）

　（５）式に示す通り、地域の経済成長は、�（域内

市場シェアあるいは自給率）と �＋ �（域内需

要）、��（移出）の動きに分解できる。基盤産業

論にしたがって �＋ �及び �を �の関数とし、

地域経済の生産が外生変数である �に決定的に依

存する形に解くこともできるが、ここでは �と

�、すなわち域内外での競争力を地域の経済的努

力によって高めることができるものとして、この

ままの形で地域経済の成長に対するそれぞれの寄

与をみたい。

　推計した東広島市産業連関表から、東広島市の

全産業、第二次産業、第三次産業を対象に供給側

データとして生産額と付加価値額、需要側データ

として市内需要額と移出額を表３にまとめた。市

内需要額にあわせて市内シェア �を算出し、これ

らによって実現した市内向け生産額を併記してあ

る。また、産業連関表のデータは７５年から２０００年

までの間の５年ごとであり、各期間の年平均成長

率を算出した。

　表３から得られた結果は次の通りである。

漓　全産業の９０年以降をみると、市内需要額、市

内シェア、移出額のいずれも伸びている。特に、

市内需要額の伸びと市内シェアの上昇が合わ

さって、市内向けの生産の成長率は移出の伸び

の１�５倍以上になっている。

滷　７５～９０年に比較して、９０年以降の第二次産業

は生産額と粗付加価値額の伸びが低く、近年の

成長を牽引しているのは第二次産業ではない。

これは移出の伸びが鈍ったことによる。ただし、

９５～００年はやや回復している（電気・通信機器

製造業の寄与）。もともと大きな額ではないが、

市内向け生産も減少傾向にある。なお、８５～９０

年に市内向け生産が急拡大しているがこれは市

内の建設・土木需要の急伸によるものである。

澆　第三次産業の粗付加価値額は、１９９５年の段階

で第二次産業を追い抜いている。第三次産業の

成長要因は、市内向け生産（市内需要の拡大と

市内シェア上昇が複合）と移出額が同程度に寄

与している。移出額を伸ばしている業種は教育

及び研究サービスである。また市内向け生産が

拡大しているのは、小売、住宅賃貸、医療・保

健等である。

潺　全産業で粗付加価値の伸びが大きい。これに

は付加価値率の上昇も貢献している。第二次産

業に比較して、付加価値率の高い第三次産業の

生産が伸びていることによる。

　これらにより、東広島市の経済成長が持続して

いるのは、第二次産業における移出の伸びの鈍化

を補って余りある第三次産業の域内向け生産の拡

大によるところが大きいことがわかった。市内向

け生産は市内需要の拡大（市内市場の拡大という

内発的要因）と市場シェアの上昇（地域内主体の

経済的努力という内生的要因）が複合して伸びて

いる。第三次産業では移出の伸びも高いが、これ

は、もともと賀茂学園都市建設によって外来的に

獲得した教育・研究サービスの成長による。

　近年の東広島市は、都市建設のプロセスで獲得

した移出産業を基盤にしながら、域内需要に向け

た地域生産が成長を牽引する形に発展構造を大き

く転換しようとしている。これは付加価値率の向

上を伴う産業構造の高度化であるが、人口定着を

促進した生活基盤の継続的整備、小売・サービス

業を集積させ自給率アップの条件となった市街地

開発という社会資本の深化が要因となった内発

的・内生的な成長と考えられる。
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表３　東広島市における生産額、需要額、粗付加価値額の年平均成長率（１９９０年価格）

全産業� （百万円、％）
粗付加価値率粗付加価値額移出額市内向け生産額市内シェア市内需要額生産額

年
������（�＋ �）��＋ ��

３８．７１６４，０７１３０７，７１３１１６，２９０２８．５４０８，６８５４２４，００３１９７５
３７．８１９６，９６４４００，７２０１２０，２４６２４．２４９７，２２３５２０，９６６１９８０
３７．７２５４，０９８５４５，８４１１２８，１４７２１．０６０９，２２２６７３，９８８１９８５
４４．５３４２，１３７５３７，５３１２３０，６５２３２．４７１０，９４０７６８，１８４１９９０
４８．３４４５，４５７６２９，０５０２９２，９２６３６．９７９３，２３７９２１，９７６１９９５
５０．１５７９，０７２７５３，３９５４０１，９９５３９．６１，０１３，９３５１，１５５，３９０２０００

（年平均成長率）� （％）
粗付加価値率粗付加価値額移出額市内向け生産額市内シェア市内需要額生産額

期間
������（�＋ �）��＋ ��

�０．５３．７５．４０．７�３．２４．０４．２７５�８０
�０．１５．２６．４１．３�２．８４．１５．３８０�８５
３．４６．１�０．３１２．５９．１３．１２．７８５�９０
１．６５．４３．２４．９２．６２．２３．７９０�９５
０．７５．４３．７６．５１．４５．０４．６９５�００

第二次産業� （百万円、％）
粗付加価値率粗付加価値額移出額市内向け生産額市内シェア市内需要額生産額

年
������（�＋ �）��＋ ��

２９．７９０，３５６２８３，３９２２０，９６６９．４２２４，１９２３０４，３５７１９７５
３１．１１２６，７６１３７７，５７６３０，１２３１０．３２９１，２４６４０７，６９９１９８０
３０．２１５７，６２３４８９，７４１３２，３８４８．５３８０，３０３５２２，１２５１９８５
３４．６１８７，３８４４７１，２１６７０，２３９１６．６４２２，１９６５４１，４５６１９９０
３５．０１９８，６３４５１３，７５６５３，４６６１３．４４００，３０２５６７，２２２１９９５
３４．２２１４，６１７５７８，３５０４８，３５１１０．０４８５，６７４６２６，７０１２０００

（年平均成長率）� （％）
粗付加価値率粗付加価値額移出額市内向け生産額市内シェア市内需要額生産額

期間
������（�＋ �）��＋ ��

０．９７．０５．９７．５２．０５．４６．０７５�８０
�０．６４．５５．３１．５�３．８５．５５．１８０�８５
２．８３．５�０．８１６．７１４．３２．１０．７８５�９０
０．２１．２１．７�５．３�４．３�１．１０．９９０�９５
�０．４１．６２．４�２．０�５．７３．９２．０９５�００

第三次産業� （百万円、％）
粗付加価値率粗付加価値額移出額市内向け生産額市内シェア市内需要額生産額

年
������（�＋ �）��＋ ��

６４．３６０，７７２２１，９９５７２，４７５５０．７１４２，９６９９４，４７０１９７５
６５．３６２，１１７２１，２１３７３，８６０４４．１１６７，４７４９５，０７３１９８０
６４．９９０，３７９５１，０１０８８，２７２４１．４２１２，９７３１３９，２８２１９８５
６９．５１４８，６０９６３，３２１１５０，４９２５５．９２６９，４４９２１３，８１３１９９０
７．２２３９，３３４１１２，６７９２２８，３１９６１．２３７２，９７６３４０，９９８１９９５
６９．５３５６，２１７１７３，０５３３３９，６８６６７．７５０１，６４４５１２，７３８２０００

（年平均成長率）� （％）
粗付加価値率粗付加価値額移出額市内向け生産額市内シェア市内需要額生産額

期間
������（�＋ �）��＋ ��

０．３０．４�０．７０．４�２．７３．２０．１７５�８０
�０．１７．８１９．２３．６�１．２４．９７．９８０�８５
１．４１０．５４．４１１．３６．１４．８９．０８５�９０
０．２１０．０１２．２８．７１．９６．７９．８９０�９５
�０．２８．３９．０８．３２．０６．１８．５９５�００



４．終わりに

　本研究における東広島市の事例は、市町村レベ

ルにおいても、資本ストック額や域内循環構造を

明らかにできれば、基本的な分析によるだけで、

内発的・内生的な成長を論じることができること

を示していると考えられる。市町村レベルの経済

は全国経済に比べて「小地域」の経済であり、全

国では内生的に説明できる要因も、地域にとって

は外生的であることは多い。だからと言って、外

生的な成長要因を受け身で待つスタンスでは地域

自立からは遠い。

　また、地域にとって自らがどのような成長過程

にあるのかを認識できることの意義は大きい。東

広島市の有識者には、これからも企業誘致を積極

的に推進すべきだという考えは多い。たしかに、

地域の経済基盤を盤石なものにするという意味で

納得できるし、研究機能や産業支援機能の集積等、

他の地域に比較して優れた立地条件を生かすこと

につながることは言うまでもない。けれども、経

済情勢や自地域のポテンシャルから従来的な企業

誘致をあきらめて地域内に目を向けざるを得ない

地域と違って、東広島市は地域経済の内側の力で

力強く発展しつつあって、それを後押しすること

ができる。東広島市において、産業構造の高度化

等によって内発的・内生的な成長力が高まってい

るとすれば、発展の持続性を高めるために次に打

つ手立ては、企業誘致が少なくとも主軸になるも

のではないと考えられる。例えば、大学と中心地

形成を結びつけたブールバールの整備と沿道への

都市機能の誘導に成果を挙げつつあることが、都

市構造のコンパクトさを維持し、供給面から都市

型産業の集積に対して好条件を整え始めている。

今後、ブールバール周辺の都心空間に、文化性の

高い公共機能や多様な消費サービス機能を誘導す

ることは、高度化する域内需要に応えることにな

るだけでなく、優れた人材蓄積を生かす交流や創

造的活動の基盤としての空間創出につながってい

くといったことなどが考えられる。

　最後に、２つの研究課題を挙げて、本研究の結

びとしたい。

　第一は研究方向に関する課題である。本研究の

ように一市町村を対象とした場合、どうしても当

該市町村の特殊要因が強く働き、結論が一般性に

欠ける面が出てくる。また、分析に適用する理論

や手法が制約を受けるのも事実である。そこで、

資本蓄積や産業連関表等のデータ整備が多くの市

町村で進むことが条件となるが、クロスセクショ

ン・データによる分析が不可欠と考えられる。こ

れにより、これまでの経済成長論の豊富な実証分

析の成果を生かすことができ、より高度で他の多

くの地域に対して有益な示唆を与える分析が可能

になる。

　第二に分析の活用のあり方についてである。市

町村レベルの分析が有益な情報を提供するのは当

該の市町村だけにとどまらない。県や地方ブロッ

クの中で市町村レベルのデータ分析が蓄積されれ

ば、例えば、広域的な観点から市町村レベルでど

こにどういった内発性・内生性の高い成長が起き

ているのか、あるいはどのエリアで経済循環性が

高いのか、さらに社会資本の生産力からみて一体

性の高いエリアはどこなのかなどがわかる。これ

らが県や地方ブロックの産業振興戦略にとって重

要な情報となり、地域の総合的な自立性向上に結

びついていくことが期待される。
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